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（西沢）　皆様、本日はご来場ありがとうございます。

　本日のモデレータを務めさせていただきます日本総合研究所の西沢で

す。

　まず、全体の構成を改めて申し上げますと、前半、後半に分けまして、

前半は佐藤先生、今村先生にプレゼンテーションを約15分ずついただき、

主に歳入について議論をしていきたいと思います。少し理論的な話にも

なりますけれども、私どもとしては、本当はこういう議論を政府税調な

どを通じてやってほしいなといった論点を挙げていきたいと思っており

ます。

　15分の休憩を挟みました後、後半につきましては、健保連の佐野先生、弊社の池本からそれぞれプレ

ゼンテーションをいただき、主に歳出面および社会保障のビジョンについて議論を深めていきたいと考

えております。

　本日、タイトルを社会保障と銘打っておりますが、医療や子育てに焦点を絞りまして、年金は明示的

には扱わない方向でおります。ただ、それは必ずしも年金が安泰であるからということではなくて、問

題は山積しているんですけれども、時間の都合もあり、扱わないというふうにしたいと思っております。

　では、早速ですけれども、佐藤先生から、総論も含めまして、15分ほどプレゼンテーションいただき

たいと思います。

（佐藤）　よろしくお願いいたします。一橋の佐藤です。

〔消費税を巡る誤解〕

　私のほうからは、消費税について皆さんにお話ししたいと思います。

2019年10月に消費税は引き上げということが決まっておりますが、昨今

の新聞の論調を見ていても、あるいはネット情報を見ていても、消費税

というのは案外に嫌われているわけですね。恐らく国民にアンケートを

とって１番嫌いな税は何ですかといったら、絶対トップ１は消費税だろ

うなということは想像にかたくないのですが、しかし、実は、ここで伝
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えたい私のメッセージは、消費税は案外悪い税金ではないということです。いや、税は悪いものに決ま

っているのですが、ほかのものに比べて悪くないというのが、今回、皆さんにお伝えしたいメッセージ

です。

　そもそも消費税が嫌われる理由は、次に述べる三つの誤解に基づくものだと思います。

　まず第１の誤解。これは、原因と結果の混同です。何となく世の中の議論を聞いていると、消費税増

税、景気が悪くなる。消費税が何か根源的な問題の原因のように言われますけれども、そもそも何で

我々は消費税を上げなければいけなかったのだっけということを考えますと、先ほどのプレゼンでもご

紹介がありました通り、今、社会保障費は高齢化に伴い増加を続けているわけでありまして、2040年度

には社会保障給付費は190兆円に上るだろうという試算が出てきているくらいということになるわけです。

　ということは、消費税増税は結果的に社会保障費の増加。それから、もちろん、今、国や地方はプラ

イマリーバランスといいますか、財政収支が赤字であり、1,000兆円を超える借金を抱えているわけで

すから、こういう財政悪化の結果であるということになるわけです。

〔社会保障費、40年度６割増の190兆円〕

　今、何もしないとどうなるかということですが、これは夏休みの宿題と同じでありまして、いずれに

せよ、我々は増える社会保障の財源を確保しなければならない。これが夏休みの宿題なのですね。それ

を、今、取り組まないでいれば、休みの終わりのところでとんでもないことになるというのは、多分、

誰もが経験したことがあることだと思うんですけれども、先送りというのは問題をさらに悪化させると

いうことになります。
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〔増税の先送りの「機会コスト」〕

　これを経済学ではよく課税の平準化という言い方をするのですが、あらかじめ予想されている歳出の

伸びに対しては早い段階で財源の手当てをするほうが望ましい。よく消費税増税というと、結果、景気

が悪くなると言いますけれども、何もしないでいれば、将来の景気、将来の成長に対して甚大なる悪影

響を及ぼしかねない。下手をすれば、財政的に行き詰まる可能性もあるということになりますので、状

況は悪くなるばかりということになるわけです。ですから、問題に取り組むなら早いほうがいいという

ことになるわけです。

〔消費税とは何か？〕

　消費税を巡る誤解その２ですけれども、消費税というのは景気に悪いという言い方をされますけれど

も、意外と経済成長とは親和性の高い税であるということが知られています。この後の話、今村先生か

らの話につながるところなのですけれども、消費税というのは小売段階、皆様がコンビニエンスストア

で払う税金がすべてではなくて、必ずあらゆる流通の各段階、卸から小売の各段階でかかってくる税金

なのですね。

〔何故消費税か？〕

　ただ、そういう税金であるにもかかわらず、仕入れ税額控除という仕組みがあるので、ビジネスでは

税の負担が発生しない。なぜ、消費税が消費税なのか。つまり、消費者の負担になるかといえば、消費

者である皆さんはこの仕入れ税額控除が受けられないからということになるわけです。この仕入れ税額

控除の仕組みが、経済活動に対してはよい方向に働くということになります。ビジネスに対して悪影響



22　JR Iレビュー   2019 Vol.3, No.64

を及ぼさないという意味で、効果的には良いということになるわけです。

　もう一つ、今、経済がグローバル化するなかにおいて重要なのは、課税地の原則でありまして、我々

はこれを仕向地主義課税と言うのですが、消費税なので、名前の通り、当たり前なのですが、消費した

場所でかかる税ということになるわけです。
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〔課税と国際競争力〕

　これを法人税とかと対比するとわかりやすいのですけれども、法人税というのは、日本で経済活動を

すればかかってくる税金です。例えばトヨタが日本で車をつくれば、その経済活動に対して法人税がか

かります。ということは、税というのは生産コストを高めることになりますので、高い値段でアメリカ

に売らなければいけないことになる。つまり、企業の国際競争力を損ないかねない。あるいは海外で、

法人税の安いところでつくられたものが日本に輸入されてきたとしたときに、高い法人税を払っている

企業はその輸入品と不利な競争を強いられるということになるわけです。

　そういう意味におきまして、国内立地企業にとってみれば、法人税というのは彼らの競争力の阻害要

因になる。なぜか。法人税というのは、輸出に対しても課税、でも、輸入されているものに対しては、

もちろん日本の法人税はかからない、こういう仕組みになるからです。

　消費税は、例えばアメリカに輸出する分においては日本の消費税はかかりません。当たり前ですよね、

アメリカで消費されているわけですから。なので、来年、消費税が引き上げられるからといって、例え

ばトヨタがアメリカに売る車の台数が減るのか、日本の国際競争力が阻害されるのか。そんなことはな

いわけですね。

　それから、海外でつくられたものも日本に輸入されてくれば、原則、日本で課税されることになりま

す。よって、国内に立地する企業、国内で物をつくっている企業も輸入品も消費税上は同じ条件で税が

課されているということになりますから、競争条件が対等になるということになります。つまり、輸出

あるいは輸入を考えたときに、海外との関係を考えたときに、実は、消費税は中立的ということになる

わけです。
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〔参考：法人税の経済効果〕

　今日はあまりテクニカルな話はしませんけれども、基本的には法人税で取るよりは、同じ税であれば、

消費税で取ったほうが長い目で見て経済成長にはプラスである。そういった結果は得ていますので、こ

れはデータによっても裏付けられているということになるのだと思います。
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〔社会保険料の課題〕

　さて、誤解その３ですけれども、では、消費税を上げなければどうなるかということです。消費税を

上げないままでいると、でも、社会保障費は増えていく。となれば、ほかのもので埋め合わせなければ

なりません。その一つが社会保険料ということになるわけです。今、消費税を上げるか上げないかでず

うっと議論が進んできましたけれども、皆さんがあまり知らないうちに順調に上がっているのが、先ほ

ども紹介がありました社会保険料のほうなんですね。

　ですから、もし消費税で埋め合わせないのならば、社会保障の財源はいずれ社会保険料のほうで埋め

るしかないだろうということです。それは医療でも年金でも介護でも同じことです。

　そうなったときに、では、社会保険料というのはどうなのか。保険という名前がついているので、何

となくお得感がある、自分にも返ってくる、あるいは共助とか世代間の助け合いとか、何かそんな美し

い建前が掲げられることが多いのですが、実態はそうでもないわけですね。どうしても社会保険料の負

担は働いている人に偏る。

　それから、国民年金の保険料なんかは定額ですから、逆進性もあるのですね。よく消費税のことを逆

進的だと言いますけれども、社会保険料だって負けずに逆進的です。低所得者の方にも負担が発生して

いるからです。

　それから、これはまた後の議論にもつながると思うのですが、社会保険料自体が事実上の税金になっ

ているわけですね。つまり、例えば、皆さんの払う医療保険の保険料の４割強は高齢者の医療に回って

いる。自分たちの手元には残っていないということになります。働いている人間同士の共助のための保

険という建て付けであっても、実際はそうではなくて、高齢者に対する仕送りというのがあるわけです

ね。つまり、事実上、これは税金と変わらないのではないかということです。
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　それから、法人税もそうなのですが、やはり雇用に対してもマイナスです。事業者からすれば、正職

員を雇うと社会保険料負担が発生する。であれば、社会保険料負担の発生しない非正規、アルバイトの

ほうがいいよねということになるわけですから、正規雇用の思いがけない阻害要因にもなりますし、有

名な130万円の壁とかそういう形で、女性とかの就労意欲を阻害する要因になるということも知られて

いるわけです。

〔医療・介護に係る保険料負担について〕

　そういう意味におきまして、消費税でなければ、では、社会保険料で取るとしたら、それはかえって

不公平でもあり、また、雇用に対しても悪影響ということになってしまうわけです。

〔税制改革の国際的潮流〕

　こういったことは、決して日本に限ったことではないですね。つまり、世界的に見ても今の潮流は、

法人税を下げる。それは国際的租税競争ということもありますし、実際、トランプ政権も今度、アメリ

カの法人税を21％に下げる。35％だったのですが、それを21％に下げるということを決めていますので、

そういった国際的な租税競争という影響もありますし、それから、やっぱり雇用に対するマイナス影響

ということもあって、社会保険料を抑える。つまり、法人税を抑え、社会保険料の比重を下げて、むし

ろ、消費税で穴埋めをしていくということが世界的な潮流になっているわけです。

　具体的には、例えばドイツの税制改革とか、それからイギリスでの改革なんかでも、基本的な方針は、

法人税を下げ、社会保険料を抑制し、そして消費税で穴埋めをするということになるわけです。
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　でも、先ほど、スライドで紹介があったと思いますけれども、世界的に見ると、まだ日本の消費税の

比率はOECD平均に比べてもあまり高くないのですね。まだ上げる余地がある。他方、法人税の比重あ

るいは社会保険料の比重は、OECD平均よりもちょっと高めに出ているということもありますので、こ

ういう税収構成、我々はタックスミックスと言いますけれども、こういう構成を見直す時期に来ている

とも言えるのだと思うわけです。

〔付加価値税率（標準税率）の国際比較〕

　実際、世界的に見ても消費税を上げるということになっているわけですね。世界で見れば、25％なん

ていう国もあるわけです。先ほど、15％が限界ではないかというお話がありましたけれども、実際、

OECDやIMFなんかも、日本がこれから消費税を上げるとしたら、10％を超えて15％ぐらいではないか

ということも言っていますし、あるいは経済同友会なんかは、もうちょっといって17％ぐらいではない

か、そういう話も出ていますので、決してこの10％が打ちどめではないだろうというふうには思うわけ

です。

〔参考：景気対策と成長戦略〕

　いや、そうはいっても、やっぱり反動減はあるじゃないですか。だからこそ、今、政府は２兆円の規

模で、ほとんどばらまきではないかと思う勢いで消費税対策をしているわけですよね。そうはいっても、

消費税増税は景気に対してはマイナスじゃないか、多分、そういうご指摘はあると思います。

　ここで区別してほしいのは、景気と成長です。今、私は法人税や社会保険料に比べて、消費税は成長
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と親和性があると申し上げました。成長というのは、まさに生産性の向上を含めた長い目で見た経済の

トレンドです。で、景気というのはアップダウンです。私、人の身体に例えるのが好きで、要するに、

成長は人間の体力であり、景気は人の体調であるというふうに言うわけですね。体調は良いときもあれ
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ば悪いときもある。

　確かに税率を上げたときには、やっぱり反動減とか駆け込み需要といった影響で、景気に対しては、

若干か、程度はわかりませんけれども、マイナスの影響はあるかもしれない。でも、長い目で見て考え

ると、消費税というのは、社会保険料を含むほかの税に比べると、成長と親和性が高いということにな

るのだと思います。

〔反動減？〕

　もちろん、そうはいっても、やっぱり反動減対策はしなければいけないということだと思うのですが、

ここから先は少しテクニカルになるので、簡単に述べるにとどめますけれども、さっき、ドイツの増税

の話をしましたが、実は、ほかの国ではあまりこういう反動減というのは見られないのですね。なぜか

というと、価格が柔軟に変わって消費税を転嫁しているからです。どうも日本では、みんな、増税と同

じタイミングで価格を上げてしまうので、反動減とか駆け込み需要が起きやすい。

　やっぱりここは、最近よく言われますけれども、総額表示というのですけれども、税込みでちゃんと

価格を見せていくほうが、事業者がどのタイミングで上げるかということについての裁量が働きやすい。

ただし、いわゆる零細事業者に対する買いたたきの問題が残りますので、そのあたりはインボイスとい

うものがありまして、そこでちゃんと税抜き価格で取引をするということがよいだろう。つまり、こう

いう反動減対策としては、総額表示とインボイスの活用があっていいだろう。これは経済学者の間でも

言われていることです。
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〔軽減税率の弊害〕

　最後に若干軽減税率について申し上げておきますけれども、先ほど、ご指摘があったとおり、公平と

いう観点から見れば、逆進性対策の本丸は低所得者に対する給付であって、軽減税率というのはあまり

効率的な低所得者対策とは言いがたいと思います。所得が高い方も受益します。例えばマツタケも軽減

税率です。フグも軽減税率ですからね。そういう意味においては、本来であれば、給付が対応策だった

と思います。
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　あと、最近では、イートインコーナーをどうするか、みりんをどうするという話がありますように、

線引きが難しいのですね。これはやっぱり税の簡素性に反するということもありますので、このあたり

はこれから我々としても見直していくべきことなのかなと思います。

　私からの話は以上です。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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（西沢）　佐藤先生、ありがとうございました。

　今、消費税は悪い税ではないといったことで、消費税の再評価を社会保険料の比較などからお話しい

ただきました。最後には、軽減税率、これはイートイン、テイクアウトで、今、話題になっていますけ

れども、こういったお話がありました。




